



























































































































































































































































































































































































































































































































(11) Packer, Two Models of the Criminal Process, University of Pennsylvania Law
 
Review,Vol.113No.1,at 1-68(1964）［in:The Limits of the Criminal Sanktion,at149-















(18) Christie,Conflicts as Property,British Journal of Criminology17,no.1,1997,pp.1-
15参照。
(19) 高橋・前掲『修復的司法の探求』85頁以下参照。
(20) なお、損害賠償命令は、被害者（遺族）に対する経済的支援を意図したものであり、その
意図自体は妥当であるが、刑事裁判への影響は不可避であろう。というのは、有罪判決の先に
早法85巻１号（2009）320
損害賠償の問題が生ずるとなると、被告人側は損害賠償責任を軽減させるために、初期被害者
学の中心的テーマであった「被害者の有責性論」が復活する可能性もあるからである。
(21) 被害者参加人は刑事訴訟の当事者でなく、独立の立場とされているが、一方で、被害者は
証人としての地位を有するのであり、この２つの地位は矛盾しないのか否かが問題となろう。
(22) なお、少年法においても、被害者等による少年審判の傍聴が認められるようになったが
（少年法22条の４）、「少年の健全育成」と「被害者の立ち直り」の両立可能性についての慎重
な検討が必要であろう。被害者を取り入れる処遇というものが、被害者の道具化に至ることの
ないように注意しなければならない。
(23) この点で、警察庁による「少年対話会」及び弁護士会による「被害者・加害者対話の会」
などは注目に対するだろう。
［追記］
本稿は、2008年12月５日に開催された第２回法学学術大会「犯罪被害者に対す
る新たな対応について」における講演原稿に加筆・修正し、注を付記したもので
ある。
なお、本稿のテーマについては、さらに、高橋則夫「修復的司法の観点からみ
た裁判員制度と被害者参加」刑法雑誌48巻１号（2008年）58頁以下、同「制度概
観―修復的司法の視点から（特集 刑事裁判と被害者参加）」法学セミナー645号
（2008年）10頁以下、同「刑事司法における犯罪被害者の地位」罪と罰46巻２号
（2009年）６頁以下参照。
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